







































































著書の Home Style: House Members in Their Districts の中で、constituency は、地理的な
(geographic)、再選上の(reelection)、主要な(primary)、個人的な(personal)の 4 つに分類でき、
それらは同心円を描くと論じた。これらのうち地理的な constituency は、潜在的なすべての投



















































































1998; 2000; 2003)、都市開発事業(Plott, 1968)などの公共事業はその最たるものである。また、
防衛関連支出(Rundquist and Carsey, 2002)、高等教育機関への学術研究補助金(Savage, 1999; 
Balla, Lawrence, Maltzman, and Sigelman, 2002)の分配についても、同様に政治的な操作が疑わ
れている。 











































































































したがって、第 5 章、第 6 章、第 8 章、第 11 章と、本論文には 4 つの実証研究が含まれてい
る。4 つの実証研究はもともと独立に行なわれたものであり、本論文はそれらのオムニバスであ
るとも言える。しかし、委員会メンバーシップと獲得される便益の関係を多様にしたり変化させ
たりする要因を同定し、メカニズムを解明することを目指しているという点で、第 6 章、第 8


















本論文の実証研究は、2004 年度から 2010 年度までの偶数年度のデータを用いている。観察















































員会メンバーシップ変数の内生性を考慮するか否かという 2 つの点において異なっている。 
 




いま 3 つの分析モデルを、もっとも単純なものからもっとも複雑なものまで、分析モデル 1、






考えていない。したがって、分析モデル 1 は、議院と管轄で区別された 4 つの委員会メンバー
シップ変数を含む（2 つの議院×2 つの管轄）。このように議院と管轄で区別された委員会メン
バーシップ変数を用いるのは、議院や管轄によって、委員会メンバーシップが補助金の分配に及








3 つの分析モデルの中でもっとも複雑なのが、第 11 章の実証研究で用いる、分析モデル 3 で
ある。分析モデル 3 は、委員会メンバーシップ変数を議院・管轄・政党によって区別し、さら
にそれらを内生変数として扱う。つまり、この分析モデルには、システム内で内生的に決定され






本論文は、5 部に分かれている。本論文の構成を図示したのが 18 ページの図 1-1 である。第
























の主張を正当化する経験的な証拠を示す。この章の議論を受けて、第 6 章、第 8 章、第 11 章の
実証研究では、パネルデータを用いて分析を行なう。 
第 6 章は、ひとつの章でひとつの部をなす。連邦政府の公園事業支援プログラムは、歴史保







委員会メンバーシップと人口 1 人あたり補助金受給額の関係が 2 つの政策カテゴリーの間で異
なっているか否かを検証する。われわれは、配分過程の透明性と競争性の程度によって委員会メ
ンバーシップと獲得される便益の関係が多様であるか否かを知りたいのである。 










第 9 章から第 11 章は、三つの章でひとつの部をなす。第 9 章では、第 11 章の実証研究の準
備として、背景情報を提供する。公園事業補助金の財源となっている国庫に設けられた基金（「土
























































なお、本論文には、この章の文献レヴューのほかにも、第 6 章、第 8 章、第 11 章の実証研究
の課題を同定するための、より詳細な文献レヴューがそれぞれ設けられている。それらは、第 6


























































































予測①：リクルートメント仮説 (Recruitment Hypothesis) 
  議員は、彼らの選挙民が選好する便益の分配を管轄する委員会に所属することを望む。 























































































































この 2 つの軸によって分類された 4 つのグループの間で、連邦支出の分配への議会あるいは委
員会の影響力が異なると主張した。 
アーノルドが主張するように、連邦支出の分配について議会の影響力が大きいと考えられてい
る河川・港湾関連の公共事業(Ferejohn, 1974; Rundquist and Ferejohn ,1975; Hird ,1991)や高速



































































る傾向があることを発見した。その 3 年前に公刊された Lee(2000)においても、委員会内部にお
ける政党の影響が確認された。民主党多数党議会において 1991 年に制定された、「陸上交通に





年から 1995 年までの期間の防衛関連公共調達額について分析を行なった(Carsey and 


































































































党、代表に着目すべきだと示唆している。われわれは、第 6 章、第 8 章、第 11 章の実証研究で、



























































多くは、1965 年に制定された「土地と水域の保全のための基金法」(the Land and Water 







るものの多くの根拠法は、1966 年に成立した「国家歴史保存法」(the National Historic 



















































































 アウトドア・ファウンデーション(the Outdoor Foundation)という団体が発行している「アウ
トドア・レクリエーションへの参加」という報告書によれば、2012 年度には米国人の約半数が
何らかのかたちでアウトドア・レクリエーションに参加し、その人数は 1 億 4200 万人と過去最
高であったという(Outdoor Foundation, 2013)。また、サウスウィック・アソシエイツ(the 
Southwick Associates)という団体が行なった分析によれば、歴史保存、自然保護、アウトドア・
レクリエーションに関する活動は、2012 年に連邦政府、州政府、地方政府に合計 2,110 億ドル
の税収をもたらし、8,770 億ドルの付加価値と 1,280 万人の雇用を生んだという(Southwick 
Assiciates, 2013)。サウスウィック・アソシエイツが発行した別の報告書(「米国におけるアウト
ドア・レクリエーション、自然資源保護、歴史保存に関連する経済状態」, Southwick Associates, 
2011)によれば、フィラデルフィアで行なわれた歴史的・文化的遺産の修復活動は、年平均 11
億ドルの消費支出をもたらし、それがペンシルべニア州の 9,560 人の雇用と 3 億 5,300 万ドル
の所得を支えているという。そして、フィラデルフィア市に 660 万ドルの税収をもたらし、さ
らにペンシルべニア州にも 2,430 万ドルの税収をもたらした。テキサス州では、1997 年に歴史
43 
 



































































































第 5 章、第 8 章、第 11 章の 3 つの実証研究では、被説明変数として、国立公園事業局が支給



















ータをプールしたものであるので、分析に際しては 2005 年を 100 とするインプリシット・プラ
イス・デフレータ(implicit price deflator)で金額を名目額から実質額に変換している。 
図 4-1 は 2010 年度の各州の公園事業補助金（歴史保存補助金とアウトドア・レクリエーショ
ン補助金の合計）の人口 1 人あたり受給額を示したものである。2010 年度の場合、人口 1 人あ
たりで見てもっとも多額の補助金を受給していたのは、ミシシッピ州であり約 2.37 ドルであっ
















同様に、図 4-2 と図 4-3 は、2010 年度の公園事業補助金の受給額を歴史保存補助金とアウト
ドア・レクリエーション補助金に分け、それぞれについて人口 1 人あたりの受給額を示したも
のである。歴史保存補助金については、2010 年度の場合、人口 1 人あたりで見てもっとも多額
の補助金を受給したのは、ミシシッピ州であり約 1.83 ドルであった。人口 1 人あたりの補助金
の受給額がもっとも少なかったのは、フロリダ州であり約 0.04 ドルである。アウトドア・レク
リエーション補助金については、2010 年度に人口 1 人あたりで見てもっとも多額の補助金を受









図 4-2 各州の歴史保存補助金の人口 1 人あたり受給額（名目額・ドル） 




図 4-3 各州のアウトドア・レクリエーション補助金の人口 1 人あたり受給額（名目額・ドル） 











ンバーがいる州には 1 を、いない州には 0 を割り当てる。われわれは、委員会レベルではなく、
小委員会レベルのメンバーシップに着目する。現在の連邦議会で管轄する問題に関する情報収集
と意思決定を実質的に行っているのは、小委員会だからである(Deering, 1982; Deering and 
Smith, 1997)。 
第 5 章と第 6 章の実証研究では、議院と管轄によってのみ委員会メンバーシップを区別する。
したがって、上院歳出、上院授権、下院歳出、下院授権の 4 つの委員会メンバーシップ変数が
計量モデルに含まれることになる。これらを区別する理由は、議院や管轄によって補助金の分配






























































































































費の抑制方針を表明した。2007 年度には、2012 年度までの 5 年間の歳出額を予算教書で示され






総額は、実質額で見ると 2006 年度をピークとして一貫して減少し続けている（図 4-4）。一般
に補助金の支出総額に増減があれば、分配にもその影響が現れると考えられる。本論文の実証研





度のダミー変数は正の係数をもつことが、2008 年度と 2010 年度のダミー変数は負の係数をも
つことが予測される。 
 
* 金額は 2005 年を 100 とするインプリシット・プライス・デフレータで実質化している。 
図 4-4 公園事業補助金の支出総額（実質額・千ドル）の推移 





年度、2008 年度、2010 年度のいずれの時点においてもそれよりも多い（表 4-1）。支出総額と
受給額が傾向的にリンクしているならば、2006 年度、2008 年度、2010 年度の年度ダミー変数
の係数は、正の値をとると予測される。他方、アウトドア・レクリエーション補助金の場合は、
実質額で見た 2006 年度の支出総額は 2004 年度よりも多くなっているが、2008 年度と 2010 年




については正の値を、2008 年度と 2010 年度については負の値をとると予測される。 
 
表 4-1 年度別の歴史保存補助金とアウトドア・レクリエーション補助金の支出総額 
（実質額・千ドル） 
出所：著者作成（データは Federal Aid to States 各年版による） 
 













表 4-2 年度ごとの各小委員会の議席数 
出所 著者作成（データは Almanac of American Politics による） 
 
⑥前期の人口 1 人あたり補助金受給額 




 ここで注意してもらいたいのは、第 5 章、第 6 章、第 8 章の実証分析と第 11 章の実証分析で
は、「前期」の定義が異なるということである。前の 3 者では「前期」は前年度を意味する。
これらの 3 つの章では、同じ連邦議会期の第 1 会期を「前期」とし第 2 会期を「当期」として
いる。これに対して、第 11 章では「前期」は前に選挙があった年を表わしている。言いかえれ































































and Matheson (2009)は人口と連邦支出の負の関係を、Lee (1998, 2000)は人口の逆数と連邦支


















 下院議員は任期が 2 年間であるから、2 年ごとに全議員が選挙に臨むことになる。他方、上院
議員の任期は 6 年間であり、2 年ごとの議会選挙には約 3 分の 1 の議員のみが臨む。しばしば、
上院では選挙サイクルにあたる議員に傾斜的に連邦支出が配分されていると言われる。Shepsle, 

















 各州に割り当てられた上院の 2 議席を同じ党の議員が占めているとき、それが便益の分配に
どう影響するのかを検証するために、第 8 章では民主党が 2 議席を占めている場合と 1 議席を
占めている場合を表現する 2 つのダミー変数が用いられている。また、第 11 章では上院の 2 議
席のうち民主党が占めているシェアを表す変数が使用されている。下院については、第 8 章で
は各州に割り当てられた下院議席数のうち民主党議員が占めるシェアが説明変数として用いら












































































































 表 4-3 は、被説明変数と説明変数に関する以上の解説をまとめたものである。縦書きの変数が
被説明変数であり、丸がついているものが 4 つの実証研究の章で用いられている説明変数であ
る。黒丸と白丸は、それぞれその変数が外生変数あるいは内生変数であることを表している。 
表 4-3 で示されているように、第 11 章において、われわれはイデオロギー変数を内生変数と
して扱う。第 11 章の計量モデルには、議院別・政党別に分けた 4 つのイデオロギー変数を地域
ダミー変数で説明する式が含まれている。これは、地域とイデオロギーの間に体系的な関係があ



















上院の委員の選挙サイクルは The Almanac of American Politics からそれぞれ得ている。議員の
イデオロギー指標である DW-NOMINATE は、voteview.com で入手した。 
 































































Rundquist and Ferejohn (1975)は、防衛関連の公共調達額の分配に関する州や下院選挙区の間の
多様性を分析し、関連する委員会のメンバーがいるところといないところとで、受け取る調達額

















































察単位にした実証研究もある。Gist and Hill (1984)は、ロジット・モデルおよびトービット・モ
デルを用いて、都市開発事業のへの支援の申請が許可される確率について分析を行ない、事業採
否の決定において委員会メンバーシップの有意な影響がないことを発見した。同じく、事業を観








関連の公共事業(Ferejohn, 1974; Rundquist and Ferejohn ,1975; Hird ,1991)や高速道路建設事業







































Ferejohn,1974; Rundquist and Ferejohn ,1975)。また、中長期のデータが手に入れられるように
なった、より最近の研究でも制度改革が行なわれた直後の影響に関心があるもの（例えば、


























礎」という理論研究において、事前の拒否権(ex ante veto)と事後の拒否権(ex post veto)という
概念を導入し、空間理論とゲーム理論を組み合わせて、なぜ議院が委員会に服従するのか、すな
わち委員会が付託された法案を審議せずに放置することを認めたり、委員会が法案を報告したと



















































図 5-1 議場と委員会の中位投票者の理想点と現状点の配置 







現状点 X0 を選ぶことができる。この場合、委員会は議場を服従させることができない。 
これに対して、図 5-1 の(b)と(c)のような配置では、委員会に有利な結果が得られる。(b)では、
両院協議会で Xc が選択されれば、議院の中位投票者は現状点 X0 を選ぶよりも Xc を選んだ方
がよい。また、(c)のような配置でも、X0 と Xf の距離よりも Xf と Xc の距離の方が短いので議
院の中位投票者は Xc を選ぶ。 
しかし、|Xc－Xf|が|Xf －X0|よりも大きくなる(d)のような配置では、議院の中位投票者の理
想点 Xf が実現する。この場合、両院協議会で委員会の中位投票者が自分の理想点 Xc を選択す
ると、議院の中位投票者に Xc か現状点 X0 かという選択を迫ることになる。このとき議場の中
位投票者は X0 を選択する。なぜなら、その方が Xc を選択するよりも高い効用水準を得られる
からである。このような議院の中位投票者の行動を先読みすると、委員会の中位投票者としては、
彼の理想点である Xc よりも、Xf を提案してそれを議院の中位投票者に選ばせた方がよい。議院










































































しておこう。次のページの表 5-1 に示されているように、時点の違いを配慮せず、2004 年度・
83 
 














を回帰式に含んだ推定を行なった。推定を行なったのちに VIF (Variance Inflation Factor)を計算


















 表 5-2 の 2 列目から 5 列目がクロスセクションデータ分析の結果である。有意水準 5％を採用
すると、上院の歳出小委員会と下院の授権小委員会のメンバーシップについては、いずれの年度
においても有意にならなかった。上院の授権小委員会と下院の歳出小委員会のメンバーシップに




どおり負であり、このことは人口が少ない、すなわち 1 票の重い州ほど人口 1 人あたりの補助
金受給額が多い傾向的があることを表わしている。 
前期の人口 1 人あたり補助金受給額については、2004 年度と 2006 年度については有意な変
数ではなかったが、2008 年度と 2010 年度については有意な正の係数をもった。すなわち、2008
年度と 2010 年度については、傾向として前期に人口 1 人あたりの補助金受給額が多かった州で
当期も受給額が多いという傾向がある。当期と前期はそれぞれ同じ国会期内の第 2 会期と第 1
会期を表わしている。前期の人口 1 人あたりの補助金受給額が有意な説明変数にならなかった
2004 年度と 2006 年度は、共和党が議会の多数党を占めていた時期に対応する。他方、前期の




他の説明変数で有意な結果を得たのは、2004 年度における 2 つの地域ダミーである。中西部
が有意水準 5％で、南部が有意水準 10％で、それぞれ有意な説明変数であった。なお、これら
の変数の係数の符号は正となった。このことは、参照地域である西部の州に比べて、中西部や南
部の州で人口 1 人あたりの補助金受給額が多い傾向があることを表わしている。 
 
（２）パネルデータ分析の結果 
 次に、パネルデータ分析の結果について報告する。表 5-2 の 1 列目がその結果である。有意水





















の間で互いに標準誤差 1 つ分を超える明らかな差がある。以上を要約したのが、表 5-3 である。 
 























数の符号は予測どおり負になり、人口の少ない（1 票の重い）州ほど人口 1 人あたりの補助金受
給額が多い傾向があることを表わしている。前期の人口 1 人あたりの補助金受給額も、有意水
準 5％で有意な説明変数であり、その係数の符号は正である。すなわち、前期に人口 1 人あたり
の補助金受給額が多かった州において当期も受給額が多いという傾向があった。年度ダミー変数
の係数の符号については、2006 年度が正、2008 年度が負、2010 年度が負と予測どおりになる。
これらの年度ダミーは、補助金の支給総額の変動の代理変数である。年度ダミーが有意な説明変
数になるのならば、補助金の支出総額と各州の人口 1 人あたり受給額にリンクがあることにな































































































戦場保護補助金(Civil War Battle Fields)、「アメリカの宝を守れ」補助金(Save America’s 
Treasure)などのプロジェクト補助金で構成されている。他方、アウトドア・レクリエーション
補助金は、土地や施設の取得・開発・計画補助金(Outdoor Recreation-Acquisition, Development 







表 6-1 主な公園事業補助金の種類と支出額（2010 年度） 












































































きいと考えられている河川・港湾関連の公共事業(Ferejohn, 1974; Rundquist and 




への委員会メンバーシップの影響が否定されることが多かった(Rundquist and Ferejohn ,1975; 


























比較研究としては、Alvalez and Saving (1997)がある。彼らは、下院選挙区を観察単位として、































































満である場合は、それを 50 州と仮想的な 1 州（アメリカン・サモア、コロンビア特別区、グア
ム、北マリアナ諸島、ヴァージン諸島をひとまとめにして 1 州とする）に均等に割り当てる。 
承認された補助金の総額が 2 千万ドル以上 5 千万ドル未満の場合は、まず 2 千万ドルが各州
に均等に割り当てられる。残りの部分は、その 3 分の 1 ずつが異なる基準で各州に割り当てら





歳出法で承認された補助金の予算総額が 5 千万ドルを超える場合は、最初の 2 千万ドルが各




















る。補助期間は、事業が承認された財政年度とそれに続く 1 年の 2 年間である。 
 
②「米国の宝を守れ」補助金 





直接的には 1998 年にクリントン政権の下で発行された大統領令 13072 号を起源としている６３。









歴史的建造物(the National Historic Landmark)に指定されているか、歴史的建造物地区(the 









市民戦争古戦場土地獲得補助金は、2009 年に成立した古戦場保護法(the American Battlefield 
Protection Program Act)と2012年度の合併歳出法(Consolidated Appropriations Act) を授権法と
する歴史保存プログラムである。以前は、同様のプログラムが、米国戦場保護プログラム
(American Battlefield Protection Program)の名で実施されていた。 
このプログラムの補助金は、競争的に獲得される。このプログラムの目的は市民戦争史跡諮問
















設の取得・開発・計画補助金(Outdoor Recreation_ Acquisition, Development and Planning)と、











金の予算総額を 3 つに区分し、第 1 区分（上限 2 億 2500 万ドル）の 40％、第 2 区分（上限 2























（Urban Park and Recreation Recovery）であるが、既述のようにこのプログラムは 2005 年度
に廃止された。このプログラムの授権法は、1978 年に成立した「都市公園とレクリエーション











































年度・2010 年度）において、予算額は 3 千万ドルから 5 千万ドルの範囲にあった。既述の配分






































のメンバーがいない州よりも人口 1 人あたりの補助金受給額が多い。 
































パフォーマンスがわれわれの採用した Pooled OLS よりも有意に勝るとはいえないからである。
準備として固定効果モデルや変量効果モデルを用いて推定を行ない、F 検定や Breuch-Pagan 検
定で Pooled OLS よりもこれらのモデルがデータに適合的であるかを検証した。F 検定では、有
意水準 5％で Pooled OLS よりも固定効果モデルを用いることが推奨されたが、主体効果も時点

















は、第 4 章を参照していただきたい。定数項 αと誤差項 u は個体(州)や時点（年度）にかかわら









































前期の 1 人あたり補助金受給額の係数は、有意水準 0.1％でも有意となり、その符号は正とな
る。このことは前期に人口 1 人あたりでより多額の補助金を受給していた州が今期も人口 1 人
あたりでより多額の補助金を受給している傾向があることを表わしている。前期と今期は、同じ
















っていないか、Shepsle, Van Houweling, Abrams,and Hanson (2009)が主張しているように、上
院と下院の相互作用で循環的な歪みが抑制されるのだろう。 
1 票の較差を表わす各州の人口規模の係数は、予測どおり負の値をとり、たとえ有意水準 0.1％




















年度ダミー変数は、2008 年度は有意水準 1％で、2010 年度は有意水準 0.1％で、それぞれ有









































































































































































































第 3 節では、「条件依存政党政府理論」(Conditional Party Government theory)と「手続カルテ































会」(the Committee on Committees)が作成していた。しかし、制度改革によってこの権限は歳
入委員会のメンバーから取り上げられ、新設された下院民主党の運営・政策委員会(the 




























































ージの図 7-1 は、下院における 1965 年から 2010 年までの民主党議員の政党一体投票スコア
(party unity vote score)の推移を表わしたものである。政党一体投票スコアとは、その年に議院
で行なわれた点呼投票のうち、少なくともある政党の議員の過半数が対抗する党の議員の過半数
と逆の票（51％の賛成票に対する 51％の反対票）を投じた頻度であり、所属する政党への議員


















図 7-1 下院の政党一体投票指数（1965 年～2010 年） 


















図 7-2 上院の政党一体投票指数（1965 年～2010 年） 










政党の指導部や議員総会の権限を強化した 1970 年代の議会改革や、1980 年代の議会におけ
る激しい党派的紛争を経験した後、政党の影響を中心に据えて議会の組織と行動（厳密には下院
の組織と行動）を説明する新しい理論が提示された８３。ひとつは、ロードとアルドリッチによ
って提唱された、条件依存政党政府理論(Conditional Party Government theory)である(Rohde 




























































定権を用いる。以上の説明を図示したのが、図 7-3 である。 
 
図 7-3 コックスとマッキャビンの「議題理論」の論理 


































































































Lazarus and Steigerwalt (2009)は、イヤーマーク改革が行なわれ、申請された事業のスポンサ
ーである議員の名前が公開されるようになった直後の2008年度のデータを用いて分析を行ない、
上院でも下院でもイヤーマークの獲得には多数党の議員に優位性があることを発見した。 
Crespin and Finocchiaro (2008)は、NGO の「政府の無駄遣いに反対する市民」(Citizens Against 



















いて 1991 年に制定された「陸上交通による一貫輸送の効率化法」(the Intermodal Surface 








年から 1995 年までの期間の防衛関連公共調達額について分析を行なった(Carsey and 

































*1 上院が現在の 100 議席となるまで、人口規模の拡大を反映して上院の規模も拡大し続けた。 
*2 第 107 回議会期中に、1 人の議員が所属政党を共和党から民主党に変えた。 























































































































いては、第 4 章を参照していただきたい。 
分析対象は、第 5 章と同じく国立公園事業局が州政府や地方政府に支給している公園事業補
助金である。ただし、第 5 章とは異なり、分析に用いられるデータは、共和党が連邦議会の両
院で多数党であった時期（2004 年度と 2006 年度）と民主党が連邦議会の両院で多数党であっ

















 本章で検証する仮説は 3 つある。ひとつめは、分配理論から導出されるものである。 
仮説 1：他の条件を一定として、公園事業を管轄する小委員会のメンバーのいる州は、小委員




口 1 人あたりの公園事業補助金の受給額がより多い。 
 さらに、議場レベルだけでなく委員会レベルにおいても、Albouy(2013)の議論が成立すると考
えると、以下のような仮説が導き出される。 
仮説 3：他の条件を一定として、多数党に所属する委員会のメンバーがいる州の人口 1 人あた
りの公園事業補助金の受給額は、少数党に所属する委員会のメンバーがいる州よりも多い。 
 これらの 3 つの仮説を以下で検証する。 
 
３．方法 




















































































































































































































































いつでも 3 つのメカニズムを識別できるわけではない。例えば、次のページのパターン 12 やパ
ターン 13 が観察された場合、党派による選好の異質性と多数党ステイタスの影響を分離できな

















































































































2006 年度のダミー変数は有意な説明変数とならない。第 4 章の変数の解説で述べたように、






（ｅ）前期の人口 1 人あたり補助金受給額 



















































































（ｅ）前期の人口 1 人あたり補助金受給額 








































































































① 仮説 1 は成立しない。委員会メンバーシップと獲得される便益の関係は、議院や管轄によ
って多様であるし、そのときの多数党がどちらであるかによって変わる。したがって、仮説 1
のような普遍的な予測は成り立たない。 















































































よって創設され、再授権を繰り返し存続している。直近では、2015 年まで毎年 9 億ドルの授権
枠が与えられている。農務省の森林局、内務省の土地管理部、魚類と野生動物局、そして国立公




















た、法律に定められた授権枠は、すべて現金化されるわけではない。1965 年から 2010 年の間、




















































図 9-2 「土地と水域の保全のための基金」の支出額と用途 
出所：Land and Water Conservation Fund: Overview, Funding History, and Issues, Figure 




2010 年度には、「他の目的」に 18 億ドルが支出されている。これは「土地と水域の保全の






















































































































































































 本章の構成は以下のとおりである。まず、第 2 節において、委員指名過程に関する代表的な 3
つの理論を紹介し、それらの予測を提示する。その後、委員指名過程を支配しているのは誰か、
議員による指名要求や実際の委員会の構成に影響を及ぼしている変数は何かという 2 つの観点
















































































彼の研究から 15 年後に公刊された Gertzog(1976)では、委員指名過程のルーティン化につい
て述べられている。ヘルツォグによれば、ほとんどの下院議員は 5 期目までの間に希望する委
員会への指名を受けていた。そして、指名要求の成功率は、民主党と共和党で変わらなかった。
1965 年から 1969 年に下院に参入した議員が 3 期目を迎えるころには、他の委員会への異動を




















 産業組織論の知見を取り込んで分配理論を発展させた Weingast and Marshall(1989)は、利益
団体スコアを用いた回帰分析によって、選好について偏った構成の委員会が多数あることを発見
した。より洗練された方法で検証を行なった Hall and Grofman (1990)や Londregan and Snyder 
(1994)においても、同様に偏った構成の委員会が多数観察された。 
委員会の構成の偏りについて研究するときに点呼投票の記録から計算された利益団体スコア









 上で紹介した Weingast and Marshall(1989)、Hall and Grofman (1990)、Londregan and Snyder 
























が特に重要な基準となっていた(Rohde, 1991; 1994)１０９。 
 条件依存政党政府論と並んで影響力のある、手続カルテル理論の提唱者であるコックスとマッ
キャビンは、もっと多くの委員会について体系立った証拠を提示し、委員会の構成に政党の影響










































図 10-1 マルツマンの複数プリンシパル理論 













































































































































































2004 年度から 2010 年度の間の偶数年度である。計量モデルに含まれている変数の定義と測定
























シップと当期における各州の 1 人あたり補助金受給額に正の関係がある。 
 言いかえれば、前期の 1 人あたり補助金受給額と当期の委員会メンバーシップの間に有意か
つ正の関係がない場合には、当期の委員会メンバーシップと当期の 1 人あたり補助金受給額の
間に有意な正の関係があることは期待できないということである。 
以下では、この特定化された仮説の検証を行なう。なお、第 5 章、第 6 章、第 8 章とは異な
り、本章における「前期」は前の選挙年（前の連邦議会期の第 2 会期）のことを指す。委員指












変数である各州の人口 1 人あたり補助金受給額を説明するのである。 



















の 1 人あたり補助金受給額を被説明変数とする式である。①に分類される式が 4 本、②に分類
される式が 4 本、③に分類される式が 8 本、④に分類される式が 1 本あるので、計量モデルは

















＝φ（γ前期の人口 1 人あたり補助金受給額 
＋γ前期の民主党所属議員の上院の歳出小委員会のメンバーシップ 
＋γ	上院の民主党所属議員のシニオリティ（最も長い者の年数） 




































の下院の歳出小委員会のメンバーシップは 1 の値をとり、ψ≤0 のとき、0の値をとる。 
 
 ④の当期の 1 人あたり補助金受給額を被説明変数とする式は以下のとおりである。 







































＋β	上院の共和党所属議員のイデオロギー（もっとも保守的な者の DW-NOMINATE スコア） 
＋β	下院の民主党所属議員のイデオロギ （ーもっともリベラルな者のDW-NOMINATEスコア） 


















イストとカーシーによるものである(Carsey and Rundquist, 1999; Rundquist and Carsey, 2002)。
彼らとわれわれの方法的な相違点は 3 つある。 






























































































統計分析ソフト R と追加パッケージ lavaan を用いた。この lavaan は、共分散構造分析に特化


































































＋,－…有意水準 5%で有意、（＋）,（－）…有意水準 10％で有意、 
((＋)), ((－))…有意水準 15％で有意、0…有意でない 
 

































いる委員会メンバーシップに関する結果を示したものが表 11-3 である。 
 
表 11-3 1 人あたり補助金受給額の分析結果（委員会メンバーシップ変数のみ） 
出所：著者作成 
 









11-3 と図 11-4 である。 
ちなみに、前の連邦議会期の委員会メンバーシップを表わす変数は、有意水準を 10％まで緩
めても 8 つとも有意な説明変数にはならなかった。有意水準を 15％まで緩めてもよいならば、
前の連邦議会期における民主党に所属する下院の授権小委員会のメンバーの有無を表わす変数





図 11-3 当期の委員会メンバーシップの当期の 1 人あたり補助金受給額への影響（上院） 
出所：著者作成 
 





 前期の 1 人あたり補助金受給額と当期の委員会メンバーシップの関係と、当期の委員会メン










































































































における媒介変数であると考えられ、前期の人口 1 人あたり補助金受給額から当期の人口 1 人
あたり補助金受給額への間接効果の一部をなすものと考えることができる。 
例を挙げて説明しよう。図 11-6 において、左側にある前期の人口 1 人あたり補助金受給額は、





この図において、経路 2 と経路 3 は、当期の民主党に所属する議員の上院歳出小委員会のメ






有意性検定については、補論 G で解説している。 
 
 















































































































州の当期の人口 1 人あたりの公園事業補助金受給額は、そうでない州の当期の人口 1 人あたり
の公園事業補助金受給額よりも多い傾向があった。しかし、議院・管轄・政党で区別された他の



























下の表 12-1 である。 
 
 
表 12-1 先行研究と本論文のアプローチの比較 
出所：著者作成 
 


























































































































Leadership and Open Government Act)が制定されている。倫理を執行する議院内の委員会とし
て、上院には倫理特別委員会、下院には職務行為基準委員会が設置されているが、これらが政治
倫理を執行するのに不十分であることが分かると、独立の監督機関を設けようという動きが現れ、
































ける解説は、主に議会調査局の報告書 (CRS 1995, 2007c, 2011b, 2012b)にもとづく。 
2010 年現在、下院には 20 の常任委員会があり、その下位にある小委員会の数は 103 に及ぶ。
同様に、上院には 16 の常任委員会があり、その下位にある小委員会の数は 74 である。このほ









現行の連邦議会の委員会制度の枠組みは、1946 年に制定された立法組織法(the Legislative 








































































































員会 A に付託し、別の部分を委員会 B に付託することができる。また、法案をまるごと複数の
委員会に付託することもできる。法案の全部または一部が複数の委員会に付託された場合、「ま



































































































の解説は、議会調査局の複数の報告書に主に依拠する(CRS, 2010b; 2011a; 2012b)。 
現行の米国の連邦政府の予算過程は、1974 年に制定された「議会予算および執行留保統制法」
(the Congressional Budget and Impoundment Control Act of 1974)によって治められている。毎
年 2 月の第 1 月曜日までに、大統領は予算要求を議会に提出しなければならない。予算要求の


































































表補 B1 302(a)配分と 302(b)配分 
出所：著者作成 
 












補論 C 授権と歳出 
 
１．はじめに  
 連邦支出のうち裁量的経費に分類されるものは、支出までに授権と歳出という 2 段階を経る。
この補論では、授権と歳出についてそれぞれ解説する。この補論の解説は、主に議会調査局の報

































































考えたからであるが、別の理由もある。連邦議会期は 2 年で構成され、第 1 会期は奇数の財政






























われわれが用いた 2 つのダミー変数のひとつは、各州に割り当てられた上院の 2 議席の両方
が民主党の議員によって占められている場合に 1 をとり、そうでない場合に 0 をとるダミー変
数である。もうひとつのダミー変数は、各州に割り当てられた上院の 2 議席の片方が民主党の

















補論 E 各州の人口 1 人あたり補助金受給額への委員会メンバーシップ変数以外の変数の影響  
 













































の値は 0 である）ほど、人口 1 人あたりの補助金受給額がより多くなる傾向があることを示し

















表 E-2 に示されているように、一票の較差の代理変数である人口規模も、人口 1 人あたりの
補助金受給額に有意な影響を及ぼしていた。有意水準 5％を採用した場合、各州の人口規模を表
わす変数は、予測されたとおり有意な負の係数をもつ。すなわち、人口の少ない、したがって上



















年度ダミー変数については、3 つの変数のうち、2006 年度と 2010 年度のみが有意な説明変数
となる（ただし、2006 年度については有意水準 10％でのみ有意となる）。2006 年度ダミーの
係数の符号は正、2010 年度ダミーの係数の符号は負であった。2004 年度の補助金支給総額をベ





い年は人口 1 人あたりで見た各州への分配額も多くなり（2006 年度の場合）、補助金の支給総
額が少ない年は人口 1 人あたりで見た各州への分配額も少なくなる（2010 年度の場合）。実質
額で見た場合、2008 年度については、補助金の支給総額がベースになっている 2004 年度より









 表 E-4 に示されているように、前期の人口 1 人あたり補助金受給額は、有意水準 0.1％で有意
な正の係数をもつ。この結果は、前期（われわれの定義では、前の連邦議会期の第 2 会期）に
人口 1 人あたり補助金受給額がより多かった州ほど、当期（われわれの定義では、今の連邦議










補論 F 地域とイデオロギー、イデオロギーとシニオリティ 
 








るので全部で 4 つのイデオロギー変数があることになる（2 つの議院×2 つの政党）。 
DW-NOMINATE スコアの値は、ある議員がイデオロギー的によりリベラルな投票行動をとっ
ているのであれば小さくなり、より保守的な投票行動をとっているのであれば大きくなる。民主




























































































考える。例えば 1,000 回の試行の場合、1,000 個の回帰係数の平均値が回帰係数の点推定値であ
り、1,000 個の回帰係数の標準偏差が回帰係数の標準誤差であると考える。 
われわれは、8 つの委員会メンバーシップ変数を媒介とする間接効果のそれぞれについて





































                                                
脚注 
 
第 1 章 
１
 提出された法案の数あるいは委員会や小委員会の数についての統計は、Vital Statistics on 




 議場というのは floor の訳語である。本論文においてこれを「本会議」と訳さない理由は、下
院では議場レベルに、法案について最終的な採否を決定する本会議(the House)のほかに、修正
案を審議する全院委員会(Committtee of the Whole)という仕組みがあるからである。全院委員会
は下院の全議員で構成される委員会であり、議場レベルのほとんどの修正案は全院委員会で審議
された後に本会議で採否のみが決定される。本会議や「全院委員会としての本会議」(the House 
in Committee of the Whole)で修正案が審議されることもあるがまれにしかない。全院委員会は、
本会議よりも開催要件や採決要件が緩い。下院における法案の修正手続については、
CRS(2012a)を見よ。また、米国の連邦議会の立法過程や委員会制度についての解説している良
い手引書として、CRS(2007)、Davidson, Oleszek and Lee (2012)、Lowi, Ginsberg, Shepsle and 
Ansolabehere(2013)、Oleszek(2013)、Smith, Roberts and Vander Wielen (2013)を薦める。 
４
 このような性向はローカリズムと呼ばれる(ポッター＝フォザリンガム＝ケラス, 1988)。 
５



















 公園事業を管轄する両院の小委員会の名称と任務については、第 3 章の表 3-2 を見よ。 
１０


















に関する理論研究として、Denzau and Mckay(1983)や Krehbiel(2006)がある。 
１５
 このような主張に対する Krehbiel による批判と Shepsle と Weingast による反論(Krehbiel, 
Shepsle and Weingast, 1987)、Krehbiel(2004)による再批判も見よ。 
 
第 3 章 
１６
 本論文の第 5 章の第 2 節を見よ。 
１７
 国立公園事業局組織法に署名したのは、当時大統領であったウッドロ ・ーウィルソンである。 
１８
 アウトドア・レクリエーション局は、1978 年の組織変更によって、「歴史保全とレクリエ









イエローストーン、ヨセミテなど比較的規模の大きな公園では、創設後 70～90 年の間に約 25％
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②Conservation Activities by Youth Service Organizations、③Preservation of Historic Structures 
on the Campuses of Historically Black Colleges and Universities、④Abandoned Mine Hazard 
Mitigation、⑤National Trails System Projects、⑥Redwood National Park Cooperative 
Management with the State of California、⑦Boston African-American National Historic Site 
Cooperative Agreement with the Museum of African American History、⑧New Bedford Whaling 
National Historic Park Cooperative Management、⑨Mississippi National River and Recreation 
Area State and Local Assistance、⑩Environmental Education and Conservation - North 




 各州にある国立公園の数は、第 103 国会期（1993 年度～1994 年度）のイヤーマーク補助金
の額を被説明変数にとった Frisch(1999)の分析や、2009 年度のアメリカ再生・再投資法にもと




2010 年度について言えば、裁量的経費は連邦政府の全支出額（3 兆 5000 億ドル）のうち、約
40％（1 兆 3000 億ドル）を占めていた。裁量的経費は、議会による毎年の承認が不要な義務的
経費と対置される。義務的経費を構成するのは、医療や社会保障などへの支出であり、2010 年









会のメンバーを務めている確率が高い傾向があることを発見した（Carsey and Rundquist, 1999; 
2002）。 
３０




















Ansolabehere, Snyder, and Ting(2003)は、それについて理論的な分析を行なった。彼らは、ラ








フィリバスターを強制的に終わらせるには、討論終結の請願が提出され、上院議席数の 5 分の 3
以上の特別多数決によって、これが承認されなければならない。潜在的なフィリバスターの脅威
があるために、連邦議会の上院は実質的に特別多数決で意思決定を行なっていると考えられる。
Ansolabehere, Snyder, and Ting(2003)のモデルは、このような米国の連邦議会の制度的特徴を
反映したものである。なお、下院では発言が 1 回につき 5 分間に制限されているので、フィリ
バスターは事実上不可能である。フィリバスターについての詳細は、Koger(2010)や Wawro and 
Shickler(2007)を見よ。 
３４
 1 票の較差の影響を測る、より洗練された手法として、Elis, Malhotra and Meredith(2009)は
操作変数法を用いた回帰分析を行なっている。彼らは各州が下院の議席を 1 つ得られるか得ら
れないか（人口がある閾値を超えるか超えないか）という幸運・不運をダミー変数として導入し
て 1 票の較差の影響を測っている。 
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４０下院議席の割り当てが 1 議席であるため、1 人の下院議員しかいない州がいくつかある。 
４１
 分析に用いるデータは対数化されている。ゼロを含むため、対数化はすべてのデータに 1 を
加えてから行なっている。 
４２








シニオリティが 0 か 1 かであるので、正確にはシニオリティが「ある」）議員の期待利得は、





実証研究において、Crain and Tollison (1977, 1981)や Kiel and McKenzie (1983)は、シニオリ
ティと連邦支出の分配額の間に有意な正の関係があるのを見出したが、Green and Munley 




(CRS, 2007; Hinckley, 1969)。 
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2006; 2007a; 2007b)を見よ。 
４８
 NOMINATEは、Nominal Three-step Estimationの頭字語であり、DWはDynamic, Weighted
の略である。この指標は、議会での点呼投票(roll-call voting)をもとに計算される。詳細につい
ては、Poole and Rothentahl (1985, 1997, 2007)を見よ。 
４９
 米国では、「民主的行動を支持する米国民」(the Americans for Democratic Action)、「米国
保守連合」(the American Conservative Union)、「米国の労働者連合と産業組織会議」(the 
American Federation of Labor and Congress of Industrial Organization)、「自然保護を支持する
投票者の同盟」(the League of Conservation Voters)などの利益団体が、投票において有権者が
参考にできるスコアやランキングを公開している。 
５０
 分析に用いるデータは対数化されている。ゼロを含むため、対数化はすべてのデータに 1 を
加えてから行なっている。 
 
第 5 章 
５１
 Sellers(1997)は、イデオロギー指標として、全米納税者連盟(the National Taxpayers’ Union)
が公開している利益団体スコアを用いた。 
５２




 Shepsle and Weingast (1987)は、説明に 2 次元政策空間モデルを用いていた。Smith (1988)
の 1 次元政策空間モデルによるシェプスルとワインガストの主張への批判は、直接的な反証に

















第 6 章 
５７
 同じ政府機関（国立公園事業局）が管轄する 2 つの政策カテゴリーの補助金の分配を比較す
ることで、連邦議会と官庁の関係の異質性（両者の関係を規定している制度の異質性）がコント



















 Catalog of Federal Domestic Assistance の記述を参考にしている。 
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７３



























 投票における党派を超えた保守派の連合は、保守結託(conservative coalition)と呼ばれた。 
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８０
 下院の総議席数は 435 であるが、1975 年から始まった第 94 回連邦議会ではこのうち 291









































                                                                                                                                            
８９










 表 7-1 にあるように、共和党は第 80 連邦議会（1947 年～1949 年）、第 83 連邦議会（1953
年～1955 年）では両院で多数党の地位にあったが、その後 1995 年に再び両院で多数党となる
まで 40 年間を要した。ちなみに、第 97 連邦議会から第 99 連邦議会（1981 年～1987 年）にお
いては、共和党は上院のみで多数党の地位にあった。 
 
























                                                                                                                                            
９４
 共和党が議会の多数党であった期間の選挙年のデータを用いた分析では、推定を
FGLS(Feasible Generalized Least Square)で行なった。これは、Breusch-Godfrey 検定の結果、
データに AR(1)の系列相関があることが確認されたからである（p 値＝0.00）。他方、民主党が
議会の多数党であった期間の選挙年のデータを用いた分析では系列相関は確認されなかったの
で（p 値＝0.49）、推定を OLS で行なっている。また、分散不均一性の存在については、人口
規模を基準に標本を二分し、Goldfeld-Quandt 検定を行なった結果、共和党が議会の多数党であ
った期間の選挙年のデータを用いた分析でも、民主党が議会の多数党であった期間の選挙年のデ
ータを用いた分析でも、確認されなかった（前者については p 値が 0.56、後者については p 値
が 0.17 であった）。 
 
第 9 章 
９５
 2010 年度の場合、総額 155 億ドルの歳出が承認された。このうち 97 億ドルが連邦政府機関
による土地の獲得にあてられた。国立公園事業局への割当額は 42 億ドルであり、これは連邦政
府による土地の獲得のために「土地と水域の保全のための基金」から支出された額の約 43％に









 ただし、一定額については繰り越しが認められている。詳細については第 6 章を見よ。 
９９
 「他の目的」への支出に関しては、議会は行政府が要求した額よりもかなり少ない額しか歳
出を認めない傾向がある(CRS, 2010a, p.9)。 
１００
 「土地と水域の保全のための基金」から支出される州政府への補助金の額は、創設されて
からしばらくは連邦政府の活動への支出額を上回ることが多かった。1965 年度から 1980 年度
の 16 年間では、州政府に支給する補助金への支出額が連邦政府の活動への支出額よりも多かっ
た年度が 12 回もあった。しかし、1980 年代初頭から補助金の支出額は「土地と水域の保全の
ための基金」の支出総額の中でシェアを落とし、1996 年度から 1999 年度の 4 年間には、プロ
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第 10 章 
１０２
 2011 年に下院の多数党となった共和党は、保守派の議長ジョン・ベイナーに率いられて、
2 年間のイヤーマークのモラトリアム（一時停止）を実行した。これによって、2010 年度に 165
億ドルであったイヤーマークへの支出は、2011 年度には 0 ドルとなった。選挙のあった 2012
年度にはイヤーマークに 33 億ドル支出されたが、党内からの反発を受けながらもモラトリラム
は次の連邦議会期にも適用された。このため、2013 年度に再びイヤーマークへの支出は 0 ドル
となった。このように、共和党が下院で多数党となった後の第 112 回連邦議会（2011 年～2013























                                                                                                                                            
１０７













































いたのである(Adler, 2000) 。 
１１２























(Rundquist and Carsey, 2002, Appendix A, pp.167-169)、一般的にはこの方法には問題がある。
この点については、Angrist and Pischke (2009)を見よ。 
１１７
 lavaan では、システムに含む離散変数を内生変数として定義すると、推定法はデフォルト
の最尤法から自動的に 3 段階重みつき最小二乗法に切り替わる（Rosseel 2012）。3 段階重みつ
き最小二乗法推定法に関する技術的な解説については、Muthen(1983)を見よ。 
１１８
 離散変数の背後にある潜在変数が正規分布している場合に、0 と 1 の割合はちょうど半々













































                                                                                                                                            
（まったくランダムに決定されるモデル）を 0 とし、飽和モデル（すべての変数の間に相関を
仮定したモデル）を 1 とした場合の相対的な位置を表す適合度指標である。一般にはこの値が
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１２５












は補論 C を見よ。 
１２８
 歳出委員会は、Appropriations Committee の訳である。 
１２９
 予算委員会は、Budget Committee の訳である。この委員会は、1974 年の議会予算および










































予算決議に大統領の承認はいらない。法定のスケジュールどおりに進めば、予算決議は 4 月 15
日までに成立する。 
１４０











 第 104 回連邦議会において、共和党のニュート・ギングリッチ下院議長は、特別審議ルー
ルを採用して授権と歳出の過程の分離を破った。彼は、歳出法における授権を多用して、公約の
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